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入間市国民健康保険条例の一部を改正する条例について 

 

改定の趣旨 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の一部を改

正する法律の一部の施行期日を定める政令により、マイナンバーカードと被保険者証の一

体化に係る改正国民健康保険法（以下「改正法」という。）の施行期日が令和６年１２月２

日と定められたことに伴い、関係規定を改正するものです。 

条例改正案については、令和６年第３回定例会（９月議会）へ提出する予定です。 
 

改正の内容 

改正法では、現行の国民健康保険法第９条に定める被保険者証の交付及び返還に係る規

定が削除されるため、本条項を改正するものです。 

 

施行期日 

令和６年１２月２日 

 

新旧対照表 

改正案 現行 

第１２条 市は、世帯主が法第９条第１項若

しくは第５項の規定による届出をせず、又

は虚偽の届出をした場合においては、その

者に対し 100,000 円以下の過料を科する。 

 

第１２条 市は、世帯主が法第９条第１項

若しくは第９項の規定による届出をせ

ず、若しくは虚偽の届出をした場合又は

同条第３項若しくは第４項の規定により

被保険者証の返還を求められてこれに応

じない場合においては、その者に対し

100,000 円以下の過料を科する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料３ 
令和 6 年 7月 23日 
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【参考 国民健康保険法】 

（届出等） 

第九条 世帯主は、厚生労働省令で定めるところにより、その世帯に属する被保険者の資格の

取得及び喪失に関する事項その他必要な事項を市町村に届け出なければならない。 

２ 世帯主は、当該世帯主が住所を有する市町村に対し、その世帯に属する全ての被保険者に

係る被保険者証の交付を求めることができる。 

３ 市町村は、保険料を滞納している世帯主（当該市町村の区域内に住所を有する世帯主に限

り、その世帯に属する全ての被保険者が原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成六年

法律第百十七号）による一般疾病医療費の支給その他厚生労働省令で定める医療に関する給付

 

現在

.

被保険者証の廃止スケジュール

※　健康保険証の利用登録したマイナンバーカード

マイナ保険証を保有の方

マイナ保険証を保有していない方

被保険者証の廃止

被保険者証の廃止

令和6年12月2日

令和6年12月2日

令和7年7月31日

令和7年7月31日

発行済の被保険者証のみ

有効期限まで使用可能

マイナ保険証※

資格確認証

有効期限：令和７年７月３１日

資格確認書

有効期限：令和８年７月３１日

被保険者証

有効期限：令和７年７月３１日
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（第六項及び第八項において「原爆一般疾病医療費の支給等」という。）を受けることができ

る世帯主を除く。）が、当該保険料の納期限から厚生労働省令で定める期間が経過するまでの

間に当該保険料を納付しない場合においては、当該保険料の滞納につき災害その他の政令で定

める特別の事情があると認められる場合を除き、厚生労働省令で定めるところにより、当該世

帯主に対し被保険者証の返還を求めるものとする。 

４ 市町村は、前項に規定する厚生労働省令で定める期間が経過しない場合においても、同項

に規定する世帯主に対し被保険者証の返還を求めることができる。ただし、同項に規定する政

令で定める特別の事情があると認められるときは、この限りでない。 

５ 前二項の規定により被保険者証の返還を求められた世帯主は、市町村に当該被保険者証を

返還しなければならない。 

６ 前項の規定により世帯主が被保険者証を返還したときは、市町村は、当該世帯主に対し、そ

の世帯に属する被保険者（原爆一般疾病医療費の支給等を受けることができる者及び十八歳に

達する日以後の最初の三月三十一日までの間にある者を除く。）に係る被保険者資格証明書（そ

の世帯に属する被保険者の一部が原爆一般疾病医療費の支給等を受けることができる者又は

十八歳に達する日以後の最初の三月三十一日までの間にある者であるときは当該被保険者資

格証明書及びそれらの者に係る被保険者証（十八歳に達する日以後の最初の三月三十一日まで

の間にある者（原爆一般疾病医療費の支給等を受けることができる者を除く。）にあつては、

有効期間を六月とする被保険者証。以下この項において同じ。）、その世帯に属するすべての被

保険者が原爆一般疾病医療費の支給等を受けることができる者又は十八歳に達する日以後の

最初の三月三十一日までの間にある者であるときはそれらの者に係る被保険者証）を交付する。 

７ 市町村は、被保険者資格証明書の交付を受けている世帯主が滞納している保険料を完納し

たとき又はその者に係る滞納額の著しい減少、災害その他の政令で定める特別の事情があると

認めるときは、当該世帯主に対し、その世帯に属するすべての被保険者に係る被保険者証を交

付する。 

８ 世帯主が被保険者資格証明書の交付を受けている場合において、その世帯に属する被保険

者が原爆一般疾病医療費の支給等を受けることができる者となつたときは、市町村は、当該世

帯主に対し、当該被保険者に係る被保険者証を交付する。 

９ 世帯主は、その世帯に属する被保険者がその資格を喪失したときは、厚生労働省令の定め

るところにより、速やかに、市町村にその旨を届け出るとともに、当該被保険者に係る被保険

者証又は被保険者資格証明書を返還しなければならない。 

１０ 市町村は、被保険者証及び被保険者資格証明書の有効期間を定めることができる。この

場合において、この法律の規定による保険料を滞納している世帯主（第三項の規定により市町

村が被保険者証の返還を求めるものとされる者を除く。）及びその世帯に属する被保険者、国

民年金法（昭和三十四年法律第百四十一号）の規定による保険料を滞納している世帯主（同法

第八十八条第二項の規定により保険料を納付する義務を負う者を含み、厚生労働大臣が厚生労

働省令で定める要件に該当するものと認め、その旨を市町村に通知した者に限る。）及びその

世帯に属する被保険者その他厚生労働省令で定める者の被保険者証については、特別の有効期
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間を定めることができる。ただし、十八歳に達する日以後の最初の三月三十一日までの間にあ

る者が属する世帯に属する被保険者の被保険者証について六月未満の特別の有効期間を定め

る場合においては、当該者に係る被保険者証の特別の有効期間は、六月以上としなければなら

ない。 

１１ 市町村は、前項の規定により被保険者証又は被保険者資格証明書の有効期間を定める場

合（被保険者証につき特別の有効期間を定める場合を含む。）には、同一の世帯に属するすべ

ての被保険者（同項ただし書に規定する場合における当該世帯に属する十八歳に達する日以後

の最初の三月三十一日までの間にある者その他厚生労働省令で定める者を除く。）について同

一の有効期間を定めなければならない。 

１２ 第十項の規定による厚生労働大臣の通知の権限に係る事務は、日本年金機構に行わせる

ものとする。 

１３ 国民年金法第百九条の四第三項、第四項、第六項及び第七項の規定は、前項の通知の権限

について準用する。この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

１４ 住民基本台帳法（昭和四十二年法律第八十一号）第二十二条から第二十四条まで、第二十

五条、第三十条の四十六又は第三十条の四十七の規定による届出があつたとき（当該届出に係

る書面に同法第二十八条の規定による付記がされたときに限る。）は、その届出と同一の事由

に基づく第一項又は第九項の規定による届出があつたものとみなす。 

１５ 前各項に規定するもののほか、被保険者に関する届出並びに被保険者証及び被保険者資

格証明書に関して必要な事項は、厚生労働省令で定める。 


